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Abstract  Existing Japanese tuna fishery data before and just after the World War II was 
investigated and summarized in this paper.  As the reliable statistics and fishing data before 
the war, “Annual statistics of Ministry of agriculture and forestry” and the data of longline 
and pole and line operations made by prefectural research vessels were recognized to be 
available.
　In the former Japanese official statistics, fishing vessel statistics　categorized by fish-
ing gear and annual catch statistics for tunas and relevant fish groups had been compiled 
since 1905 and 1894 （1922 for billfishes）, respectively.  The annual catch of skipjack tuna 
was 30,000 - 50,000 MT before 1914 when coastal fisheries were main, increased to 60,000 - 
80,000 in 1915 - 1935, and up to more than 100,000 MT in 1936 - 1940 because of the develop-
ment of offshore pole and line fishery.  Total catch of tunas, which was less than 20,000 MT 
before 1918, had increased steeply according as the development of the offshore longline and 
driftnet fisheries derived from the motorization of the fishing vessel and it exceeded 60,000 
MT in 1929. 
　The fishing data of the prefectural research vessels was recorded for 10 years from 1933 
to 1942, and total number of available longline and pole and line operations were 5,302 and 
3,315, respectively.  Main fishing ground of their longline operation from 1934 to 1937 was 
distributed at north-western Pacific Ocean north of 20°N targeting albacore.  After 1938, 
their fi shing ground had extended and shifted toward tropical region of western Pacific from 
20° N to the equator targeting mainly yellowfin tuna. The fishing operation data recorded in-
dicates that the night-setting longline operation, which is used to catch swordfish or sharks 
effectively, was already common before the war.  Usefulness of these fishery data for the 
stock assessment is not clear and would be different for each species.  It ought to be cleared 
through the analyses comparing pre- and post-war data. 
　Just after the finish of the war, the fishing data of commercial longline and pole and line 
fisheries were started to be collected by transcribing logbooks at the major landing port.  
However, the data from 1946 to 1951 has been remained as the hand writing data sheet to 
be compiled.  
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1．はじめに

　インド洋の IOTC（インド洋まぐろ委員会），大西
洋の ICCAT（大西洋まぐろ類保存委員会），東部太
平洋の IATTC（全米熱帯まぐろ委員会），北太平洋
の ISC（北太平洋まぐろ類暫定科学者委員会），中西
部太平洋の SCTB（まぐろ・かじき常設委員会）等の
国際漁業管理および資源評価機関のもと，各関係諸国
の研究者が参集し，まぐろ類，かつお，かじき類など
の資源評価が年々行われている。解析の手法は様々で
あるが，対象資源の資源量（豊度）変化を簡便に観察
する方法として，標準化した CPUE（単位努力量あた
りの漁獲量），特にはえ縄のCPUEがよく用いられる。
　日本のはえ縄漁業は世界に先駆けて1952年から遠洋
域に進出し，1960年代前半にはすべての大洋の主だっ
た漁場ですでに操業を行っていた（上村，1966）こと
に加え，そのデータの信頼性の高さから，その操業・
漁獲データはそれら資源評価にとって欠くべからざ
るものとなっている。後述するように，戦後の漁業水
域の制限（マッカーサー・ライン）が1952年に撤廃さ
れた後に日本の遠洋まぐろ漁業が本格的に始まったた
め，1952年以降の漁獲データが編纂され，資源解析に
も用いられているわけであるが，それ以前，特に太平
洋戦争以前にかつお・まぐろ漁業が無かったわけでは
ない。
　2003年5月にイギリスの Nature 誌に掲載された
Myers and Worm （2003）は，戦後に遠洋漁業が始ま
った後，外洋性大型魚類の処女資源は急激に減少した
とする説をそれらの CPUE（単位努力量あたりの漁獲
量）の変化から主張したものであり，日本をはじめ世
界の資源研究者の間に物議を醸した。多くのまぐろ漁
業の主漁場では，太平洋戦争以前にも戦後には遠く及
ばないものの，すでにかなりの漁獲があった。それら
をなるべく過去に遡って解析し，処女資源からの資源
状態の変動を正確に把握する必要性が認識され始めた
ものの，少なくとも資源解析に用いるデータセットに
は戦前および戦後直後のデータとしては存在しない。
　そのような背景のもと，ハワイ大学が中心となって
い る PFRP （Pelagic Fisheries Research Program：
外洋漁業調査計画）のワークショップの開催が予定さ
れており，そのテーマが「Data Rescue: 過去のデー
タの掘り起こし」であり，日本の戦前のかつお・まぐ
ろ漁業データの現状について日本の研究者に紹介して
ほしい，とのリクエストが寄せられた。ちょうどその
リクエストを受けとる直前に，大正7年くらいから発

行されている「海洋調査要報」という定期（半年に1
冊）刊行物に昭和7年頃から太平洋戦争開始まで，各
道府県（当時，東京都は東京府であった）の水産試験
場調査船の操業ごとの漁獲データが収集されているこ
とを知り，データとしての利用可能性を検討し始めて
いた。そこで，利用しうる戦前および終戦直後のデー
タをさらに探索・整理した上で，このワークショップ
に出席した。本報告は，2003年12月9日～11日にハワ
イ大学構内で開催された PFRP ワークショップにお
ける著者の発表内容を本誌用にまとめたものである。
　なお，本文に登場するかつお・まぐろ漁業に関する
歴史的背景の記述の多くは，「かつお・まぐろ総覧」（か
つお・まぐろ総覧編纂委員会編，1963）および「焼津
水産史　上巻」（焼津水産史編纂委員会編，1981）か
ら引用・参照した。また，本報で使用した統計資料に
ついては Appendix Table 1に一覧とした。

2．太平洋戦争以前のかつお・まぐろ類漁獲データ

1　農林統計
　通称「農林統計」とは，今日の農林水産省経済局
統計情報部によって編纂されている日本の農業，林
業，水産業等にかかわる公的な基本統計であり，その
歴史は明治元年（1867年）にまで遡るが，水産業の漁
獲物に関する統計が加わったのは若干遅れて明治27年

（1894年）である。漁船数についてもサイズ別，船型
別の統計が明治27年（1894年）から編纂されており，
明治38年（1905年）からは漁業種類別漁船数が加わっ
た。編纂された統計は基本的には該当年の翌年もし
くは翌々年に農林水産省統計表として本にまとめられ
るが，この名前は時代によって農商務統計表（1884年
～1923年），農林省統計表（1924年～1941年），農商省
統計表（1942年～1943年），農林省統計表（1944年～
1977年），農林水産省統計表（1978年～現在）と変化
してきている。
　各年の統計表には，該当年のたとえば県別，漁業種
類別といった詳細な統計値と，比較のために前数年間
の各年合計値が記載されているが，長年にわたる値を
一覧するには多くの分厚い統計表をめくらねばならな
い。そこで，昭和7年から昭和30年の間に5種類の漁
獲累年統計表が刊行されており，また，水産統計のみ
を扱った「海面漁業，養殖業生産年報」の昭和36，43
～51年度版には大正元年から各最新統計年までの，そ
して昭和52～54，59～平成13年度版には昭和元年から
各最新統計年まで更新した漁獲累年統計が「参考表」
として掲載されている。しかし，累年統計表は毎年発
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行される統計表のように魚種別漁獲量が漁業種類別に
なっておらず年計値であるというように，荒い分類で
の集計値しか掲載されていないのが難点である。ここ
では，なるべく累年ではなく各年の統計表を参照し，
主にかつお・まぐろ漁業にかかわる漁船数および水揚
量の統計を紹介する。また，漁船数および水揚量のい
ずれにおいても，本文では全国の値を合計した年計値
を用いるが，各年の統計表には県別の集計値も記載さ
れている。
　また，太平洋戦争以前には，日本は占領国であり，
日本本土，いわゆる内地に対して，露領，関東州，朝鮮，
台湾，南洋諸島などの外地があり，それら外地におけ
る漁業情報は内地漁業とは区別されて当時の統計表に
記載されている。資源解析という意味合いにおいては，
これら外地における漁獲量をすべて含めた漁獲量を扱
うことが好ましいことは明らかである。しかし，これ
ら外地の情報は露領を除き，農林省が関東庁，朝鮮総
督府，台湾総督府，南洋庁に照合して得たものであり，
多くの場合，漁獲量は総数のみの数量，金額が記載さ
れ，魚種別内訳が不明であるため（漁獲量累年統計表，
1960），本報では参照せず，内地の漁船および漁獲情
報のみを扱った。本報で沖合もしくは遠洋と記したの
は，それぞれの年代における統計表に，遠洋漁業の1

（大正元年～大正6年），遠洋漁業の1（内地沖合）（大
正7年～昭和4年），および内地沖合遠洋漁業（昭和
5年～15年）と記載されたものであり，総トン数5ト
ン以上の船舶およびその漁獲を意味する（漁獲量累年
統計表，1960）。
　なお，沖縄県の漁業情報（隻数や漁獲量）に関して

は，戦時中の昭和19年から記載がなく，戦後も本県が
占領下にあった期間（1972年に本土復帰）には本県の
情報は統計表に含まれていないため，本報の漁船数や
漁獲量に関して，これらの期間においては，沖縄県は
含まれていない。

漁船数
　戦前の漁船統計としては，大別してサイズ別漁船数

（明治27年以降）と沖合（遠洋）漁業の漁業種類別漁
船数（明治38年以降）の情報があり，どちらも動力船
か無動力船かの仕分けがされているが，漁業種類別の
サイズ別漁船数については記載されていない。漁業種
類別になっていない漁船サイズ別統計は，資料として
は利用が限定されるため，ここでは沖合･遠洋漁業に
関する漁業種類別漁船数のみについて扱う。この漁業
種類別漁船数は，明治38年（1905年）以降から編纂さ
れてはいるものの，現在とほぼ同様の漁業の分類形式
が用いられるようになったのは大正4年（1915年）で
あるため，本稿ではそれ以降の情報を用いた。
　Fig. 1に沖合（遠洋）漁業の漁船数の変化を無動力

（人力・帆走）および動力別に示した。大正4年（1915
年）の段階で，無動力と動力の隻数がすでにほぼ等し
く合計で2,300隻ほどであるが，その後動力船が急増，
無動力船が徐々に減少し，昭和5年（1930年）には合
計9,258隻のうちの8,660隻（93%）が動力船となって
いる。近代の沖合および遠洋漁業の発達において，漁
船の動力化が大きな役割を果たしていることを示すも
のである。かつお釣漁業においてエンジン付の漁船が
誕生したのは明治39年の静岡県水産試験場の“富士丸”
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の建造にさかのぼる。大正12年（1923年）には，かつ
お釣動力船は約1,600隻に達するが，その後，昭和6年

（1931年）の900隻にまで減少しほぼ安定する。一方，
はえ縄漁業の場合も，明治40年頃から動力化が始まっ
たものの，本格的に広まったのは大正に入ってからの
ようである。大正末期にはほぼ9割が動力船となり，
その隻数は昭和4年（1929年）には2,000隻を超えて
いる。まぐろ類の漁獲を主とするはえ縄漁業の場合，
その漁場は一般にかつお釣漁場よりも沖合であり，い
わば動力化によりはえ縄漁業が急速に発達したのであ
ろう。また，かつお釣漁船が大正末期以降，むしろ減
少しているのは，一部のかつお釣船がはえ縄漁業に転
向したのではないかと推察されるが確証はない。
漁獲量（水揚量）
　かつお・まぐろ漁業にかかわる漁獲物として，ここ

ではかつお類，まぐろ類，かじき類，さめ類を扱うが，
戦前の統計表では，各グループは残念ながら魚種別
の統計にはなっていない（魚種別の統計は1951年から
作成されている）。かつお類にはカツオ（Katsuwonus 
pelamis）の他に，少なくともヒラソウダ（Auxis 
thazard）とマルソウダ（Auxis rochei）が含まれてお
り，さらにスマ（Eutynnus affi  nis）やハガツオ（Sarda 
orientalis）が含まれている可能性がある。かつお類
に関しては，年次によってはそうだがつお類が別集
計された年次もあるが，ここでは統一して，そうだが
つお類を含んだ値を示す。また，当時の漁場が赤道以
北の中西部太平洋にほぼ限定されることから考えて，
まぐろ類にはクロマグロ（Thunnus thynnus，大西洋
クロマグロは含まれていない），ビンナガ（Thunnus 
alalunga）， メ バ チ（Thunnus obesus）， キ ハ ダ
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（Thunnus albacares）が，かじき類には，メカジキ
（Xiphias gladius），マカジキ（Tetrapturus audax），
クロカジキ（Makaira mazara），シロカジキ（Makaira 
indica），バショウカジキ（Istiophorus platypterus）
およびフウライカジキ（Tetrapturus angustirostris）
が含まれると推察される。さめ類に関しては，沖
合・遠洋漁業での漁獲種としては，ヨシキリザメ

（Prionace glauca），クロトガリザメ（Carcharhinus 
falciformis），ヨゴレ（Carcharhinus longimanus），
アオザメ（Isurus oxyrinchus），ネズミザメ（Lamna 
ditropis），おながざめ類などが大部分を占めると思わ
れるが，沿岸漁業ではホシザメ（Mustelus manazo）
やアブラツノザメ（Squalus acanthias）をはじめとす
る小型の沿岸種が多く含まれるものと考えられる。
Fig. 2，Fig. 4，Fig. 6および Fig. 8にかつお類，まぐ

ろ類，かじき類およびさめ類の漁獲量変化を1894年
～1951年について示した。1894年～1911年および戦中
戦後の1941年～1951年は漁業種類別の漁獲量は不明で
あるが，1912年～1923年は沿岸漁業と沖合漁業別に，
1924年～1940年は沖合漁業をさらに漁業種類別に分割
した漁獲量が記録されている。1894年～1911年に関し
ては漁業種類に関する情報はないが，大半は沿岸漁
業による漁獲であろうと推察される。また，戦前のそ
れら魚種グループにおける漁獲量が，1952年以降急速
に発達した遠洋漁業によりもたらされた漁獲量に比べ
て，どの程度の水準であったのかを把握するために，
1952年以降の各グループの全大洋および太平洋におけ
る我が国の漁獲量の年変化を FAO 統計から参照し，
それ以前の漁獲量とともにグラフで示した（Fig. 3，
Fig. 5，Fig. 7，Fig. 9）。FAO 統計に関しては，以下
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2つの白丸は開戦と終戦年を表す
　Catch in weight of tunas from 1984 to 1975.  Two open circles indicate starting and fi nishing year of World War 
II.  FAO statistics was used from 1951-1975 for the catch of all oceans（star）and for that of all Pacifi c（triangle）.
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に示した FAO のホームページからダウンロードした
統計値を用いた。

http://www.fao.org/fi/statist/FISOFT/FISHPL
US.asp#Features
Ftp.fao.org/fi/stat/windows/fishplus/capdet.zip 

（1.6 Mb）
　かつお類（Fig. 2）：1914年以前には，沿岸漁業を
主体としたかつお類の漁獲量は3万～5万トンであっ
たが，その後の沖合漁業の発達により，1915年～1935
年には6万～8万トン，1936～1940年では10万トン以
上へと増加している。沖合漁業において，本種のほぼ
すべてはかつお釣漁業によって漁獲されていることが
わかる。終戦の1945年にはかつお類の漁獲は2万トン
にまで落ち込むが，その後急激に増加し，1970年代前
半には，太平洋における漁獲は30万トン前後に達した

（Fig. 3）。

　まぐろ類（Fig. 4）：1918年頃までは沿岸漁業による
漁獲が主体であり，総漁獲量も2万トンを超えること
はなかったが，沖合漁業の発達に伴い漁獲は急増し，
1929年には6万トンを超えている。沖合漁業の中で
は，1920年代後半～1930年代前半に流し網が比較的多
く（最大で約20％）の漁獲をあげているが，基本的に
は，はえ縄による漁獲が大部分を占めている。戦中戦
後にかけて（Fig. 5），その漁獲量は1万トン台にまで
落ち込むが，1960年代前半には，太平洋の漁獲だけで
も30万トンに達するほど急激に増加している。
　かじき類（Fig. 6）：かじき類の統計は他のかつお，
まぐろおよびさめ類に比べて貧弱であり，統計表に
はじめて登場するのも大正11年（1922年）である。遅
くとも1920年代前半には沖合のはえ縄漁業により，か
じき類の漁獲量もかなり増加していたものと思われる
が，1940年までは沿岸漁業の漁獲量（漁業種類別には
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Fig. 6. かじき類の漁業種類別漁獲量の年変化　1922～1951年
1921年以前の漁獲量は記載されておらず，1922～1940年は沿岸漁業の漁獲のみが記載されている
  Annual catch of billfi shes from 1922 to 1951. The catch of billfi shes was not recorded before 1921, and that of 
only coastal fi shery was recorded from 1922 to 1940. 
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Fig. 7. 1922～1951年（農林統計，1944, 45, 49年はデータ無し）および1952～1975年（FAO 統計）における日本の
かじき類の漁獲量変化
2つの白丸は開戦と終戦年を表す
　Catch in weight of billfi shes from 1922 to 1975.  Two open circles indicate starting and fi nishing year of World 
War II.  FAO statistics was used from 1951-1975 for the catch of all oceans（star）and for that of all Pacifi c 
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なっていない）しか掲載されておらず，1941年以降に
は沿岸漁業と沖合漁業の合計漁獲量（最大9,000トン
ほど）が示されているが，1944年，1945年および1949
年の漁獲量は不明である。戦後，かじき類の漁獲量は
急増し，1962年および1963年には太平洋だけでも8万
トンに達するが，その後減少に転じ，1975年には約4
万トンになっている（Fig. 7）。
　さめ類（Fig. 8）：今でこそ，さめ類は練り製品の材
料以外では人気の食用魚とはいい難いが，戦前，冷凍・
冷蔵設備が十分ではなかった時代には食料用として，
今よりも身近な魚であったと思われるし，鱶鰭（フカ
ヒレ）は，当時から中国向けの重要な輸出品であった

（樽本，1984）。そのためか，さめ類の漁獲統計はかじ
き類とは異なり，かつお類やまぐろ類と同じほどの詳
細さで収集されていたものと思われる。その漁獲量は
明治40年（1908年）頃までは4,000トン前後であった
のが，その後の沖合漁業の発達により昭和4年（1929

年）にはほぼ6万トンに達している。沖合漁業におけ
る漁業別漁獲量を見ると，さめ類は主にはえ縄，流し
網および沖曳網で漁獲されており，昭和4年（1929年）
からおよそ10年間は沖曳網での漁獲が最も多かったこ
とがわかる。沖曳網は一種の底曳網であるから，主に
小型のさめ類の漁獲をねらったものではないかと推察
される。他の魚種と同様に，終戦の1945年には，その
漁獲量は27,000トンにまで落ち込むが，戦後急速に増
加し，1949年には約12万トンに達する（Fig. 9）。しか
し，その後，さめ類の漁獲は減少を続け，1975年には
昭和初期レベルの4万トンほどになる。この1950年頃
からの漁獲の減少は，沖合漁業，特に北日本でのさめ
類の漁獲を目的としたはえ縄漁が衰退したことと（樽
本，1984），はえ縄が遠洋へと進出するに伴い，漁獲
された外洋性のさめ類（主にヨシキリザメ）が，漁獲
物として船内に取り込まれることが少なくなったこと
に起因すると推察される。太平洋以外の大洋（インド
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Fig. 8. さめ類の漁業種類別漁獲量の年変化 1894～1951年
1924～1940年の沖合漁業についてのみ，漁業種類別に示した
  Annual catch of sharks from 1894 to 1951.  Catch of off shore fi shery from 1924 to 1940 was broken down into 
seven sorts of fi sheries. 
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Fig. 9. 1894～1951年（農林統計）および1952～1975年（FAO 統計）における日本のさめ類の漁獲量変化
2つの白丸は開戦と終戦年を表す
　Catch in weight of sharks from 1984 to 1975.  Two open circles indicate starting and finishing year of World War 
II.  FAO statistics was used from 1951-1975 for the catch of all oceans（star）and for that of all Pacific （triangle）.
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洋と大西洋）にはえ縄漁業が進出した1950年代前半か
ら，主漁獲対象であるまぐろ類に関しては全漁獲と太
平洋内の漁獲量の差が広がっているのに対し，さめ類
では両者にほとんど差が生じていないことからも，遠
洋はえ縄漁業においてさめ類が船内に取り込まれなく
なってきたことが裏付けられる。

2）水産試験場調査船による操業情報
記載されている内容と問題点
　先述のように，水産試験場調査船による竿釣りおよ
びはえ縄の各操業のデータ，すなわち操業日，位置，
表面水温，努力量，餌，漁獲量などの情報が昭和8年
から昭和17年にわたって海洋調査要報第52報から71報
に収録されている。この海洋調査要報は，大正7年か
ら昭和26年までの間，戦前は水産講習所，次いで水産
試験場がそして戦後の第73報からは東海区水産研究所
によって半年に1冊発行され，その名前のとおり，主
に海洋観測調査の結果がまとめられた書物である。一
般に，漁業管理委員会等で用いられる漁獲統計は，先
述の農林統計に代表される水揚統計と漁獲成績報告
書などから編纂される漁獲の時期，位置，漁獲量が特
定される漁獲量・努力量データに分けられるが，この
水産試験場調査船の漁獲試験情報は著者が知る限り最
も古い，系統だった漁獲量・努力量データである。た
だし，努力量や漁獲位置などの必須情報で未記入も少
なくなく（Table1），各船の航海ごとに記録されてい
る内容，特に漁獲物に関する記述の様式が必ずしも統
一されていない。加えて，その航海で漁獲があった種
類しか漁獲結果の表の冒頭に名前が記されていないた
め，特に主要対象魚種以外では漁獲されなかったのか，
漁獲されても記録がとられなかったのかが不明瞭であ

る。また，漁獲生物名に関しては，まぐろ，かじき，
さめ，と種別になっていなかったり，具体的にクロマ
グロ，マカジキ，ヨシキリザメのように標準和名で書
かれていたり，さらには両者が混在すらしている。そ
こで，なるべく記載に忠実に入力したファイルをまず
作成し，次いで，操業位置，同航海の他の操業での記
述，同年前後もしくは前後年の同船の記述内容を参照
して，記入されていないはえ縄努力量（鉢数，鈎数）
に関しては推定し，「まぐろ」のように一般名で書か
れた漁獲生物名に関しては推定できる場合には魚種名

（標準和名）に変更した。竿釣において努力量は針数
で記されており，未記入も多いが，現時点で未記入部
分の推定作業は行っていない。操業地点については，
地名もしくは地名＋方向＋距離（例えば，潮岬 SE200
浬）で書かれていることも多く，地名の位置が特定で
きる場合には緯度・経度に直したが，「○○根」など
のように位置の特定が困難な場合，および位置に記載
が無く，前後の日にも操業が無い場合にはデータとし
ての使用を断念した。最終的に利用し得た操業数はは
え縄で5,302操業（年間およそ16～25隻，400～1,000
操業），竿釣で3,315操業（年間およそ7～18隻，200
～700操業）であった（Table 2）。漁獲量は，はえ縄，
竿釣ともに尾数で記載されており，漁獲重量および魚
体サイズは不明である。記載によっては漁獲物の大き
さについて大，中，小などと付記してあるものもある
が，その基準が不明であるため参照しなかった。

はえ縄操業
努力量および魚種別漁獲量の分布
　はえ縄操業の操業数の分布を Fig. 10に示した。
　1934年から1937年頃までは操業は主に日本近海，北
緯20度以北の北西太平洋および南シナ海に分布してお
り，西部太平洋熱帯域では操業は行われていなかった
が，1938年以降，西部太平洋の北緯20度から赤道付近
に操業が広がり始め，1940年以降では東経155度以東
の北西太平洋における操業は姿を消し，主漁場は北緯
10度から赤道付近までの西部太平洋（ヤップ，パラオ
周辺とミクロネシア周辺）に移行している。まぐろ類
の漁獲尾数の分布を見ると（Fig. 11），1937年までは
北西太平洋におけるビンナガが主漁獲対象魚種であっ
たが，その後，西部太平洋熱帯域に漁場が移るにした
がって，キハダが主対象になっていったことが伺える。
このことは，調査船操業の漁獲物における種組成にも
よく現れており，1939年以降ビンナガの比率が減少し，
代わってキハダの比率が増加している（Fig. 12）。
　「かつお・まぐろ総覧」によれば，昭和13年（1938

Table 1. 海洋調査要報に掲載されている水産試験場
調査船のはえ縄操業記録における鉢数と鈎数の記入率
　Perecentage of the longline operation in which the 
number of baskets（left） and hooks（ritght） used 
were recorded

年 鉢数記入％ 鈎数記入％
1934
1935
1936
1937
1938
1939
1940
1941
1942

78.5
89.1
89.9
92.8
97.3
92.7
95.3
90.0

100.0

9.4
44.7
65.1
68.5
65.1
71.9
59.7
75.2
97.6
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Table 2. 海洋調査要報に掲載されている水産試験場調査船のはえ縄および竿釣操業における隻数と操業数（利用可
能と認められるデータのみ）
　The number of vessels and operations recorded for longline（left）and pole and line（right）fi shing of 
prefectural research vessels.

はえ縄 竿釣
年 隻数 操業数 隻数 操業数

1934
1935
1936
1937
1938
1939
1940
1941
1942

16
26
24
25
23
21
19
18
7

339
660
783
928
637
644
573
491
247

13
18
17
17
11
11
6
7
0

341
592
647
697
246
383
214
195

0
合計 5,302 3,315

Fig. 10. 水産試験場調査船によるはえ縄操業の努力量分布（単位：操業回数）
  Distribution of the number of longline operations conducted by prefectural research vessels
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Fig. 11. はえ縄操業によるまぐろ類の魚種別漁獲分布
　Distribution of catch in number of tunas by species（red: bluefi n, green: albacore, blue: bigeye, yellow: 
yellowfi n and purple: unknown）caught by longline operations of prefectural research vessels

Fig. 12. はえ縄操業で漁獲されたまぐろ類における漁獲個体数（上図）と魚種比率（下図）の変化
　Annual change of catch in number（upper fi gure）and species composition（lower fi gure）of tuna species 

（from the top of the legend, bluefi n, albacore, bigeye, yellowfi n and unknown）caught by the longline operation 
of prefectural research vessels.
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年），1～2隻の一般はえ縄漁船が南方に進出して，
非常に良い漁獲（おそらくはキハダ主体）を得，翌14
年には76隻のはえ縄漁船が北緯20度以南に出漁したと
されている。昭和13年頃まで好調だったビンナガ缶詰
の対米輸出が両国の関係悪化のために困難となり，も
はやビンナガ漁場に固執する必要がなくなったことが
この南方への漁場移動を促したようである。したがっ
て，試験船の操業分布は比較的迅速に一般船の漁場の
動きを追随しているものと思われる。他のまぐろ類の
漁獲分布についても触れておくと，クロマグロの漁獲
がすべての年を通して九州南方沿岸で認められ，メバ
チに関しては漁獲量および漁獲に占める割合は低いも
のの，ほぼ全操業海域で漁獲が認められる。
　Fig. 13にかじき類の魚種別漁獲量分布を示した。
漁獲量分布の特徴として，三陸沖の北緯35度～42度，
東経145度～155度および伊豆諸島近海の北緯30度～35
度，東経140度～145度付近でメカジキが多く漁獲さ
れ，1938年以降，北緯20度以南，東経140～160度の南

方の海域でクロカジキが主に漁獲されていることが伺
える。その種組成を見ても（Fig. 14），漁場の南下と
ともに1939年頃からクロカジキの比率が増加している
ことがわかる。マカジキに関しては，主に北緯20度～
40度の間で漁獲され，北緯30度以北ではメカジキとと
もに，30度以南ではクロカジキとともに漁獲されてい
る。
　Fig. 15にさめ類の魚種別漁獲量分布を示した。東経
140度～150度の北緯40度付近でネズミザメが，また北
緯30度～42度のメカジキが多獲されている海域でヨシ
キリザメが多く漁獲されていることがわかる。しかし
ながら，図中に黄色で示したとおり，さめ類に関して
は種名が記載されていないことが多いため，特に東経
150度以東および北緯30度以南の種組成については不
明確であり，同様に，種組成の年変化についても明瞭
な傾向は認められない（Fig. 16）。

操業形態
　はえ縄とは，幹縄と呼ばれる水平方向に張られたロ

Fig. 13. はえ縄操業によるかじき類の魚種別漁獲分布
  Distribution of catch in number of billfi shes by species（red: swordfi sh, green: striped marlin, blue: blue marlin, 
pink: other marlin and yellow: unknown）caught by longline operations of prefectural research vessels
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Fig. 14. はえ縄操業で漁獲されたかじき類における漁獲個体数（上図）と魚種比率（下図）の変化
　Annual change of catch in number（upper fi gure）and species composition（lower fi gure）of billfi sh species （from 
the top of the legend, swordfi sh, striped marlin, blue marlin, other marlins and unknown）caught by the longline 
operation of prefectural research vessels.

Fig. 15. はえ縄操業によるさめ類の魚種別漁獲分布
  Distribution of catch in number of sharks by species（red: blue shark, green: salmon shark, blue: mako shark, 
pink: other sharks and yellow: unknown）caught by longline operations of prefectural research vessels
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Fig. 16. はえ縄操業で漁獲されたさめ類における漁獲個体数（上図）と魚種比率（下図）の変化
　Annual change of catch in number（upper figure）and species composition（lower figure）of shark species （from 
the top of the legend, blue shark, salmon shark, mako shark, other sharks and unknown）caught by the longline 
operation of prefectural research vessels.

ープを浮玉から伸びた受縄によって懸垂し，その幹縄
から枝縄と呼ばれる先に釣鈎の着いた細い縄，もしく
はテグスを多数吊り下げて魚を釣る漁法である。浮玉
から次の浮玉までの間を通常，1鉢という単位で呼び，
1鉢あたりの枝縄数すなわち鈎数によって「何本付け

（1鉢あたり6鈎であれば6本付け）」，というように
表される。1鉢あたりに用いられる枝縄数（鈎数）や
枝縄，受縄の長さ，間隔などによって，漁具の設置水
深が変わるため，それらの漁具構成は対象魚種や海域
によって異なるし，さらに年代によっても変化が認め
られる。現在，近海・遠洋はえ縄操業で用いられてい
る1鉢あたりの鈎数を対象魚種別に見ると，クロマグ
ロとミナミマグロで8本前後，ビンナガでおよそ16本，
メバチで15～20本，メカジキとさめ類で3～4本ほど
である。この1鉢あたりの鈎数は1970年代半ばに大き
な変化を示し，それ以前は6本以下が主流であったが，
特に熱帯域のメバチ漁場において，遊泳深度のより深
いメバチを効率よく漁獲するために10本付け以上のい
わゆる“深縄”が用いられるようになった（Suzuki 
et al., 1977）。
　戦前のはえ縄操業の方法について具体的に総説され
た資料は無いので，記載された調査船の操業データか
ら，当時の操業形態について紹介する。もちろん，調査
船の操業がある程度，一般操業船の操業形態を反映し
ているであろう，という仮定が前提である。また，ここ
で紹介する操業情報については，未記入部分を補完し
た操業データは用いず，操業情報（鈎数，鉢数，操業

時刻など）が記載されていたデータのみを使用した。
　Fig. 17に試験船のはえ縄調査において，1操業あた
りに使われた鈎数の分布を示す。1操業で使われた鈎
数の範囲はおよそ100～2,000本であり，全体の約60％
は600本以下である。現在，近海・遠洋はえ縄漁船で
使われる鈎数が1,700～3,000本，メカジキ・さめ類漁
場であれば3,000～4,000本であるのに比べれば極めて
少ない。海洋調査要報には，調査船データが記載され
た全ての年ではないが，“委嘱船漁況調査報告”として，
かつお釣およびはえ縄船の漁獲，水揚げ金額，操業方
法などが航海単位でまとめられて紹介されている。そ
れによれば，1操業で用いられる鈎数は，沿岸で300
～1,500，沖合・遠洋で1,000～2,000と見られる。使用
される鈎数は漁船の大きさにかなり依存するはずであ
るが，漁船サイズ別の情報は無い。調査船の場合，現
在の調査船でも同様であるが，一般操業船とほぼ同レ
ベルでの操業を行う船もあれば，調査が主で努力量自
体がかなり少ない船もあり，その鈎数から当時の一般
漁船の努力量を推し量るのは困難であろう。
　1鉢あたりの釣鈎数を見ると，6本付けが圧倒的に
多く全体の36％を占め，次いで2本付け16％，11本付
け10％，4本および8本付けが約8％の順となってい
る（Fig. 18）。その分布を見ると，1～4本付け（大
部分が2本付け）の多くが九州南方のクロマグロ漁を
中心とした沿岸操業で多く用いられ，5～7本付け（多
くが6本付け）が東経160度以西の本州沖合および南
緯10度以南の南方漁場で，11本付け以上がビンナガの
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主漁場である東経160度以東の北太平洋で用いられて
いる。
　今日のはえ縄操業は操業時間帯によって昼縄と夜縄
に大別することができる。それぞれの典型的な操業時
間帯をあげると，昼縄では午前2時～3時頃に投縄を
開始し，午後2時～3時頃から10時間かけて揚縄を行
い，夜縄では午後2時頃から投縄を行い，夜中の午前
1時頃からやはり10時間ほどかけて揚縄を行う。いず
れの操業においても，昼間もしくは夜間内だけで操業
が完結するわけではなく，どちらの時間帯に長くに漁
具の浸漬時間を設定するかの違いである。夜縄はメカ
ジキおよびさめ類を狙った操業で用いられ，その短い
枝縄と受け縄および少ない一鉢あたりの鈎数（3，
4本付け）と合わせて，夜間に表層（40～70m）での
漁獲を目的とし，昼縄は昼間により深い水深帯（70～
300m）の漁獲を目的とすると言えよう。戦前の調査
船における投縄開始時刻と揚縄開始時刻をプロットし

てみると（Fig. 19），投縄開始が午前2時から10時，
揚縄開始が午前10時から翌日の午前4時の範囲の操業
と，投縄開始が午後3時から午前0時，揚縄開始が午
前4時から午後2時の範囲の操業に大別されることが
わかる。前者が昼縄操業に，後者が夜縄操業に相当す
ると思われるが，それぞれの時間帯の幅はかなり大き
い。上記の投縄開始時間をもとに，昼縄，夜縄，その
他の操業に分類し，その分布を見ると（Fig. 20），夜
縄の分布は，メカジキが多く漁獲されていた海域（三
陸沖と伊豆諸島近海，Fig. 13）にほぼ一致することが
わかる。この海域はさめ類の好漁場でもあるため，メ
カジキもしくはさめ類のどちらを主対象とした操業か
はわからないが，少なくとも当時からそれらの魚種は
夜に多く漁獲されることが知られており，夜縄操業が
一般的に行われていたことが示唆される。ただし，そ
れら3種類（昼縄，夜縄，その他）に分けられた各操
業で1鉢あたりの鈎数を観察すると（Fig. 21），夜縄

Fig. 17. 1鉢あたりの枝縄数（鈎数）別に示したはえ縄操業数の分布
NHCL1：1～4本付け，NHCL2：5～7本付け，NHCL3：8～10本付け，NHCL4：11～16本付け，NHCL5：17
本付け以上．
  Distribution of the number of longline operation by the number of hooks between floats. NHCL1: 1-4, NHCL2: 
5-7, NHCL3: 8-10, NHCL4: 11-16 and NHCL5: 17- hooks between floats．

Fig. 18. 各1鉢あたりの釣鈎数で行われたはえ縄操業数
　The number of longline operation by the number of hooks between float
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操業では7本付け以上の頻度は低いものの，他の操業
と同じく，6本付けが最も多く用いられており，特に
メカジキが，より浅い層で（夜間に）漁獲されるとい
う認識はあまり無かったのでないかと推察される。た
だし，漁具の構成，たとえば枝縄や受け縄の長さなど
が夜縄と昼縄で異なっていた可能性もあるので断定は
できない。

竿釣操業
　はえ縄操業の場合とは異なり，竿釣では操業分布に
年変化は認められず，いずれの年においても操業は日
本周辺に限られている（Fig. 22）。Fig. 23にカツオの
漁獲尾数の分布を示したが，本種が主漁獲対象である
ため，その分布は操業分布とほぼ等しくなる。カツオ
およびまぐろ類の漁獲数およびその種組成を見ても，
漁獲の95％以上はカツオであり，まぐろ類の漁獲は取

Fig. 19. 調査船のはえ縄操業における投縄開始および揚縄開始時刻の関係
　Relationship of the start time of setting（X-axis）and hauling（Y-axis）longline gear

Fig. 20. 操業時間帯別操業数の分布
夜縄：投縄開始時刻15：00～01：00，昼縄：01：00～11：00，その他11：00～15：00
  Distribution of night setting（time of start setting gear : 15：00-01：00）, day time setting（01 : 00-11 : 00）and 
other（11 : 00-15 : 00）longline operations.
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るに足らない（Fig. 24）。一般かつお釣漁業は昭和10
年（1935年）には南洋諸島にまで漁場を拡大し（「か
つお・まぐろ総覧」），パラオ，サイパン，トラック，
ポナペ等を漁獲および加工の基地として操業を行い，
昭和12年には3万4千トンの漁獲をあげていた（「南
洋群島要覧」，「焼津水産史上巻」，「南興水産の歴史」）
が，調査船の竿釣り操業はこれを追随していない。第
一次世界大戦以後，日本領土となっていた南洋諸島に

おける水産業の振興はむしろ国策であったと思われる
が，かつお漁業の主力は依然として日本近海にあり，
あえて調査船が南方まで調査に出かけ，鮮度の落ちた
カツオを本土に持ち帰る必然性がなかったのではない
かと推察される。かつお竿釣り漁業の場合，その操業
は昼間に限られるし，比較するべき漁具の情報もない
ので，ここでは解析は行わない。

Fig. 21. 夜縄，昼縄およびその他の操業において用いられた1鉢あたりの釣鈎数の頻度％
　Frequency（%）of the number of hooks between floats used for night setting, day time setting and other 
longline operations.

Fig. 22. 水産試験場調査船による竿釣操業の努力量分布（単位：操業回数）
  Distribution of the number of pole and line operations conducted by prefectural research vessels
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Fig. 23. 竿釣操業によるカツオ（Katsuwonus pelamis）の漁獲分布
  Distribution of catch in number of skipjack tuna（Katsuwonus pelamis）caught by pole and line 
operations of prefectural research vessels

Fig. 24. 竿釣操業で漁獲されたかつお・まぐろ類における漁獲個体数（上図）と魚種比率（下図）の変化
　Annual change of catch in number（upper）and species composition（lower fi gure）of skipjack and other 
tunas（from the top of the legend, skipjack, albacore, yellowfi n, bigeye and unknown）   caught by the pole and 
line operations of prefectural research vessels.　
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Fig. 25. マッカーサーラインの変遷　（「かつお・まぐろ総覧」より転載）
　第1次拡張：昭和20年（1945）9月27日，第2次拡張：昭和21年（1946）6月22日，第3次拡張：昭和24年（1949）
9月19日，母船式マグロ漁場の開放：昭和25年（1950）5月11日
　Stepwise extension of the restricted Japanese fi shing areas outlined by the MacArthur Line.  1st: 27th 
September 1945, 2nd: 22nd June 1946, 3rd: 19th September 1949, and the release of tropical fi shing ground for the 
mother-ship longline fi shery: 11th May 1950.

3．終戦直後のデータ収集状況

　1945年8月15日ポツダム宣言受諾直後から日本の船
舶はすべての活動が禁止され，およそ1ヵ月後には日
本沿岸から12海里以内での航行および漁業活動が認め
られた。この制限区域の境界はマッカーサー・ライン

（McArthur Line）と呼ばれ，Fig. 25に示したように
段階的に拡張された。昭和27年（1952年），4月25日
にすべての漁獲制限区域は開放され，日本の遠洋まぐ
ろ漁業は全大洋にその漁場を急速に広げた。
　終戦後すぐに，東北区水産研究所および南海区水産
研究所の職員により，一般漁船（はえ縄と竿釣）の漁
獲データの収集が開始された。今のように，漁船主か
ら漁獲成績報告書が提出されるようになったのは1960
年代に入ってからであり，終戦後10数年間は主要な水
揚港において調査員が漁船の航海日誌もしくは「船頭
ノート」から各操業における操業および漁獲の情報を
書き写してデータを収集していた。1963年頃に，それ
までに収集された漁獲情報の編纂が行われたが，その
際，日本の遠洋漁業が始まったマッカーサー・ライン
撤廃（1952年）以降のデータが優先的に編集された。

そのようなわけで，今でもなお，国際漁業委員会での
資源解析には1952年以降の日本のはえ縄データが用い
られている（竿釣に関しては若干遅れて，1968年以降
のデータから編纂が始められた）。戦後から1951年以
前のデータについては，今もなお手書きの記録用紙と
して保存されている。これらの半ば忘れ去られてきた
データについて，収集当時の状況を確認できるうちに
データ編纂作業を行いたい。

4．終わりに

　戦前のかつお・まぐろ漁業の漁獲情報を探した結
果，見つかったのは，上述した農林統計（および南
洋群島要覧）における漁船および水揚統計と海洋調査
要報に収録された水産試験場調査船による竿釣および
はえ縄操業データのみであった。農林統計の場合，漁
獲は水揚データであるため，一般漁船の漁獲量は把握
できるものの，資源評価に際して不可欠とも言える漁
獲位置および努力量の情報が得られないし，少なくと
も戦前の統計ではかつお，まぐろ，かじきおよびさめ
類については魚種グループでまとめられており魚種別

（メバチ，キハダなど）の情報は得られない。一方，
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調査船データは年数も10年ほどと短いし，調査船の操
業方法，努力量の地理的分布，および釣獲率がどれほ
ど一般漁船のそれを反映しているのか，については疑
問が残らざるを得ない。
　そこで，魚種ごとの水揚データ，もしくは一般漁船
の操業ごとの漁獲データが，どこかに保存されている
可能性を探るべく，清水および焼津の魚市場，戦前か
ら操業を行ってきている漁業会社およびすでに退職し
た漁業者等に問い合わせてみたが，残念ながら保存は
されていなかった。たとえば，漁業資料館などに「浜
帳」と呼ばれる水揚伝票のようなものが展示用に保管
されているし，古い漁家に昔の「船頭ノート」などが
眠っているかもしれないが，いずれも断片的な情報で
あろうし，資源解析での使用に耐えうるものとは考え
がたい。
　その他に系統だったデータが保存されている可能性
としては，各水産試験場が収集した情報および海洋調
査要報にも一部使用されている漁業無線の情報等が考
えられるが，これらに関してはまだ直接的には確認し
ていない。1953年に発行された南海区水産研究所報告
第1号に，既往の資料からまぐろはえ縄漁業，特に戦
前の漁場および漁況についてまとめられているが（中
村，1953），そこで使われているデータも10数年間の
調査船のデータのみであることからも，一般漁船の操
業情報が，いかに収集されず，保管もされていなかっ
たのかをうかがい知ることができる。様々な制約があ
るとはいっても，農林統計も調査船データも貴重な資
料であることは間違いなく，調査船データにいたって
は，各層水温や操業時間など，現在の漁獲成績報告書
にも含まれていないような情報も含まれている。今後，
これらのデータを戦後のデータとの比較，解析するこ
とによって，そのデータとしての利用可能性を探って
いきたい。
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Appendix Table 1.本報で参照した統計資料の一覧
 List of statistical bulletins cited in this paper

名称 出版年 統計年 編者

南洋群島要覧 1932～1943 昭和6年～昭和17年 南洋庁

農林省累年統計表 1955 明治1年～昭和28年 農林省農林経済局統計調査部

漁獲量累年統計表 1960 大正元年～昭和33年 農林省統計調査部

第1次農林省統計表
～

第18次農林省統計表

1926
～

1942

大正13年
～

昭和16年

農林大臣官房統計課

農林大臣官房統計課

第1次農商省統計表
第2次農商省統計表

1943
1944

昭和17年
昭和18年

農商大臣官房統計課
農商大臣官房統計課

第11次農商務統計表
～

第40次農商務統計表

1896
～

1925

明治27年
～

大正12年

農商務大臣官房統計課

農商務大臣官房統計課

海洋調査要報52報
～

海洋調査要報71報

1934
～

1943

昭和8年1～6月
～

昭和17年7～12月

水産試験場

水産試験場




